
  
厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 
  

ヒアリング調査の分析（ヒアリング調査結果） 
 

研究代表者 山縣 然太朗 （山梨大学大学院 総合研究部 医学域 社会医学講座） 
研究分担者 田宮 菜奈子 （筑波大学 医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野） 
研究分担者 武藤 香織  （東京大学医科学研究所 公共政策研究分野） 
研究分担者 橋本 有生  （早稲田大学法学学術院） 
研究協力者 秋山 有佳   （山梨大学大学院 総合研究部 医学域 社会医学講座） 
研究協力者 山﨑 さやか （健康科学大学 看護学部） 

 

本研究は令和元年に「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援に関

するガイドライン（以下ガイドライン）」を発出して１年が経過した時点での身寄りがない人への

対応の実態、ガイドライン活用状況や活用状況を踏まえた改善を検討することを目的とした。ヒ

アリング調査の結果、「身寄りがない人」の家族関係の整理と対応方法、患者の預金をおろす等の

代理行為や金融機関との連携方法、親族調査の際の個人情報の取り扱い方、身寄りがない人の入

院や医療の対応についての役割分担の明確化、ACP の普及啓発が「ガイドライン」を補足する事

項として抽出された。 

 
Ａ．研究目的 

Ａ．研究目的 
 本研究は令和元年に「身寄りがない人の入

院及び医療に係る意思決定が困難な人への

支援に関するガイドライン（以下ガイドライ

ン）」を発出して１年が経過した時点での身

寄りがない人への対応の実態、ガイドライン

活用状況や活用状況を踏まえた改善を検討

することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
１．研究内容 
身寄りがない人への対応の実態、ガイドラ

インの利用および体制整備の状況に関する

ヒアリング調査を実施した。 
２．対象者 
身寄りがない人の支援に係る各関係機関

（医療機関、自治体、社会福祉協議会）。ア

ンケート調査で追加のヒアリング調査へ協

力の意思があると回答し、身寄りがない人の

入院及び医療に係る意思決定が困難な人へ

対応するために独自のマニュアルを作成し

た、または体制整備をした機関を抽出した。 
３．調査実施期間 
令和２年３月から令和３年３月 

４．ヒアリング調査 
ヒアリングガイドを作成し、ヒアリングガ

イドに沿って調査を実施した。ヒアリングは

新型コロナ感染予防のために、対面での調査

は実施せずに、Zoom、電話、書面を利用し

て実施をした。半構造的インタビューを実施

し、ヒアリングの内容は逐語録にした。 
 
（倫理面的配慮） 
 調査は山梨大学医学部倫理委員会の承認

（2281）を得た。 
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Ｃ．研究結果 
１．ヒアリング調査対象者 
 ヒアリング調査の対象者は、地域医療支援

病院の医療ソーシャルワーカー２名、自治体

の成年後見利用促進・高齢福祉担当者１名、

社会福祉協議会の日常生活自立支援事業専

門員１名であった。COVID-19 感染拡大に

より、ヒアリング調査の実施が困難な状況が

あり、当初の計画よりも、ヒアリング調査対

象者の数を減らし、Zoom 等のツールを活用

して実施をした。 
 
２．結果 
 ヒアリング調査結果を以下にしめす。 
医療機関のヒアリング調査結果：資料 P129-
130. 
自治体のヒアリング調査結果：資料 P131-
132. 
社会福祉協議会のヒアリング調査結果：資料

P133 
 
３．結果の概要 
【医療機関】 
○独自のマニュアルを作成し、身寄りがない

人を親族がいない人、親族から関わりを拒否

されている人、親族が来院できない状況にあ

る人にカテゴリー分けをして、それぞれの対

応方法を整理した 
○「ガイドライン」で補えない部分としては、

救急搬送されてきた生活背景の分からない

患者の意思の推定や医療の決定 
○「ガイドライン」で補えない部分としては、

患者の代理として医療従事者が預金をおろ

す際の金融機関との対応 
○身寄りがない人の入院や医療についての

対応における病院、自治体、各関係機関の役

割分担を示してほしい 
○ACP と並行して「ガイドライン」を周知

していく必要がある 
【自治体】 
○「ガイドライン」の中から緊急連絡先に関

すること、医療同意の部分を抜粋しまとめた

ものを、職員に配布し統一した対応をとるよ

うにした 
○医療機関から患者の個人情報の問い合わ

せがあった場合の自治体としての対応を追

記した 
○「ガイドライン」の内容に不足は感じない

が、身寄りがない人の入院受け入れや「ガイ

ドライン」について医療機関の理解が不足し

ていると感じる 
○身寄りがない人の同意書のサインをする

ことを自治体に求められる 
○医療機関が担うことと、自治体に相談する

ことの役割分担を明確にしてほしい 
○ACP を含めて医療機関との連携が必要で

ある 
【社会福祉協議会】 
○各関係機関との定期的な情報交換会を開

催している 
○各関係機関へのアプローチが困難であっ

た 
 
Ｄ．考察 
「身寄りがない人」には、全く身寄りがな

い人もいれば、親族がいるけれども支援が受

けられない状況の人もいる。そのような複雑

な家族背景への対応方法を示す必要性が示

唆された。また、金融機関との対応において、

代理行為がどこまで可能か、また代理行為を

する際のフローや注意点、金融機関との連携

方法、親族調査の際の個人情報の取り扱い方
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等を示す必要も示唆された。 
 身寄りがない人の入院や医療の対応につ

いての役割分担の明確化が望まれており、誰

が（どの団体が）何を担えるのか役割を検討

していく必要がある。 
 「ガイドライン」と ACP とは、車の両輪

であるため、「ガイドライン」の周知ととも

に、ACP の普及啓発を進めていくことが今

後の課題のひとつである。 
 
Ｅ．結論 
「ガイドライン」を補足する事項として以

下を検討する必要が示唆された。 
○「身寄りがない人」の家族関係の整理と対

応方法 
○患者の預金をおろす代理行為 
○金融機関との連携方法 
○個人情報保護条例をふまえた親族調査の

方法や留意点 
○身寄りがない人の入院や医療の対応につ

いての役割分担の明確化 
○国民への ACP の普及啓発 
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